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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第85期

第２四半期累計期間
第86期

第２四半期累計期間
第85期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 2,426,170 2,694,489 5,178,301

経常損失(△) (千円) △115,387 △116,502 △157,877

四半期(当期)純損失(△) (千円) △124,526 △124,920 △175,636

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 658,240 658,240 658,240

発行済株式総数 (株) 13,164,800 2,632,960 2,632,960

純資産額 (千円) 3,253,956 2,922,066 3,043,963

総資産額 (千円) 9,460,565 9,728,117 9,374,065

１株当たり四半期(当期)
純損失(△)

(円) △47.40 △48.56 △66.96

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.4 30.0 32.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △16,198 296,135 176,134

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △94,664 △318,825 △329,061

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △64,205 156,543 11,309

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,153,169 1,320,473 1,186,619

回次
第85期

第２四半期会計期間
第86期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年７月１日
至 平成30年９月30日

１株当たり四半期純損失(△) (円) △37.87 △27.18

(注) １. 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５. 平成29年10月１日付で、普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前事業年度の期首

に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純損失(△)を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営んでいる事業の内容について重要な変更はありません。

第２ 【事業の状況】
　

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、国内外の需要の拡大を背景に生産・輸出・設備投資が堅調に推移

し個人消費も雇用や所得環境の改善により持ち直しの動きを見せるなど緩やかな回復基調が続いていますが、貿易

摩擦をはじめとする世界経済の不確実性が高まり企業業績に減速感が出るなど先行き不透明な状況にあります。

当社の売上高に大きな影響を与える乗用車の国内生産台数は、前年同月比７月が2.1％減、同８月が±0.0％、同

９月が5.9％減となりました。

このような経済環境の中で当第２四半期累計期間の売上高は2,694百万円(前年同期比11.1％増)となりました。

損益面につきましては、売上高は全体として計画を上回りましたが、自動車用部品部門において７月から量産が

開始されたフォレスターのフルモデルチェンジに伴い見積想定を上回る材料費の上昇・工程間パレット等の物流費

用の増加及び過剰配員による労務費の増加等の要因により、売上原価が計画を大幅に上回ったことに加え自社製品

部門において損益分岐点売上が確保できていないことから、営業損失132百万円(前年同期は営業損失133百万円)を

計上しました。

営業外収益は受取配当金28百万円、受取賃貸料22百万円等により55百万円、営業外費用は支払利息29百万円、そ

の他のうち貸店舗収入に係る費用５百万円等により39百万円を計上し、経常損失は116百万円(前年同期は経常損失

115百万円)となりました。また、特別損失として新成形工場建設に伴う既存建屋取壊費用等として固定資産除却損

８百万円を計上しました。その結果、四半期純損失は124百万円(前年同期は四半期純損失124百万円)となりまし

た。

セグメント別の業績については、次のとおりであります。

①自動車用部品

当セグメントの売上高は、2,441百万円(前年同期比10.8％増)となりました。損益面につきましては、売上は計画

を上回りましたが、７月から量産が開始されたフォレスターのフルモデルチェンジに伴い見積想定を上回る材料費

の上昇・工程間パレット等の物流費用の増加及び過剰配員による労務費の増加等の要因により、売上原価が計画を

大幅に上回ったことから、セグメント損失(経常損失)は105百万円(前年同期はセグメント損失(経常損失)79百万円)

となりました。

②自社製品

当セグメントの売上高は、222百万円(前年同期比39.7％増)となりました。内訳は、電子機器製品が12百万円増加

し121百万円、照明機器製品が50百万円増加し101百万円であります。損益面につきましては、人件費等の固定費削

減に取り組んでおりますが損益分岐点売上が確保できていないことからセグメント損失(経常損失)は28百万円(前年

同期はセグメント損失(経常損失)59百万円)となりました。

③賃貸不動産

賃貸不動産のセグメント利益(経常利益)は15百万円(前年同期比1.2％増)となりました。なお、収益及び費用は営

業外に計上しています。

④その他

駐輪設備の売上高は30百万円(前年同期比51.3％減)となりました。売上の減少は公共施設等大型案件の受注減が

主な要因です。セグメント利益(経常利益)は３百万円(前年同期比63.6％減)となりました。
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当第２四半期会計期間末における総資産は、前期末比354百万円増加し9,728百万円となりました。

　・資産

流動資産は現金及び預金が133百万円、電子記録債権が18百万円、棚卸資産が20百万円増加し、受取手形及び売掛

金が84百万円、その他のうち未収消費税等が11百万円及び未収還付法人税等が18百万円減少したこと等により49百

万円増加し3,226百万円となりました。

固定資産は建物が200百万円、機械及び装置が59百万円、リース資産が172百万円増加し、建設仮勘定が108百万円

減少したこと等により有形固定資産が305百万円増加し5,002百万円となり、また、投資有価証券が18百万円増加し、

その他のうち事業保険払込金が18百万円減少したこと等から投資その他の資産は１百万円減少し1,495百万円となり

ました。その結果、固定資産全体では304百万円増加し6,501百万円となりました。

　・負債

流動負債は、支払手形及び買掛金が76百万円、短期借入金が28百万円、未払金が22百万円、その他のうち預り金

が25百万円及びリース債務が24百万円増加し、その他のうち設備関係支払手形が67百万円減少したこと等から116百

万円増加し3,462百万円となりました。

固定負債は長期借入金が191百万円、その他のうちリース債務が171百万円増加したこと等から359百万円増加し

3,343百万円となりました。

　・純資産

純資産は121百万円減少し、2,922百万円となりました。主な要因は利益剰余金が124百万円減少したことです。こ

れにより自己資本比率は30.0％となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前第２四半期累計期間末と比

べ167百万円増加し、1,320百万円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は、296百万円（前年同期は16百万円の減少）となりました。収入の主な内訳とし

ては減価償却費193百万円、売上債権の減少65百万円、仕入債務の増加21百万円、その他のうち未払金の増加56百

万円及び金型等の預り金25百万円であり、支出の主な内訳は税引前四半期純損失124百万円、たな卸資産の増加20

百万円であります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により減少した資金は318百万円（前年同期は94百万円の減少）となりました。支出の主な内訳は有形

固定資産の取得305百万円、投資有価証券の取得13百万円であります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により得られた資金は156百万円（前年同期は64百万円の減少）であります。金融機関からの長期借入

による収入730百万円に対し、主な支出は短期借入金の返済90百万円、長期借入金の返済420百万円、リース債務の

返済63百万円であります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

　

(4) 研究開発活動

当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は19百万円であります。

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 5,000,000

計 5,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,632,960 2,632,960
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株

計 2,632,960 2,632,960 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年９月30日 ― 2,632,960 ― 658,240 ― 211,245
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(5) 【大株主の状況】

平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

岩崎 元治 埼玉県熊谷市 301,703 11.73

合資会社アイ・テイ・シー 埼玉県熊谷市妻沼東4丁目129-2 175,164 6.81

リード共栄投資会 埼玉県熊谷市弥藤吾578番地 156,827 6.10

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤7丁目4番1号 128,900 5.01

埼玉興業株式会社 埼玉県川口市安行領根岸3152 86,400 3.36

三井住友信託銀行株式会社
(常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行)

東京都千代田区丸の内1丁目4-1
(東京都中央区晴海1丁目8-11)

54,200 2.11

日本生命保険相互会社
(常任代理人 日本マスタートラ
スト信託銀行)

東京都千代田区丸の内1丁目6番6号
(東京都港区浜松町2丁目11番3号)

46,700 1.82

岩崎 和子 埼玉県熊谷市 43,600 1.69

有限会社原口製作所 埼玉県熊谷市弥藤吾275-2 36,600 1.42

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1丁目6番1号 34,200 1.33

計 ― 1,064,294 41.37

(注) 上記のほか、自己株式として60,297株を所有しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 60,200

― (注)１

完全議決権株式(その他)(注)２
普通株式

25,653 (注)１
2,565,300

単元未満株式(注)３ 普通株式 7,460 ― (注)１

発行済株式総数 2,632,960 ― ―

総株主の議決権 ― 25,653 ―

(注) １. 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２. 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株(議決権の数４個)含ま

れております。

３. 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式97株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社リード

埼玉県熊谷市弥藤吾578番地 60,200 ― 60,200 2.29

計 ― 60,200 ― 60,200 2.29

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成30年７月１日から平成30年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、至誠清新監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

決算短信（宝印刷） 2018年11月13日 18時42分 12ページ（Tess 1.50(64) 20180621_01）



― 9 ―

１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,186,619 1,320,473

受取手形及び売掛金 ※ 1,232,563 ※ 1,148,212

電子記録債権 ※ 236,891 255,724

製品 111,405 109,126

仕掛品 33,277 35,859

原材料及び貯蔵品 254,344 274,398

その他 123,788 84,230

貸倒引当金 △1,210 △1,050

流動資産合計 3,177,681 3,226,975

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,514,586 1,715,472

構築物（純額） 59,950 70,345

機械及び装置（純額） 486,402 545,511

車両運搬具（純額） 12,059 12,852

工具、器具及び備品（純額） 197,237 167,518

土地 1,657,869 1,657,869

リース資産（純額） 660,779 833,424

建設仮勘定 108,266 -

有形固定資産合計 4,697,152 5,002,994

無形固定資産

ソフトウエア 1,686 2,492

無形固定資産合計 1,686 2,492

投資その他の資産

投資有価証券 1,415,834 1,434,229

その他 81,840 61,465

貸倒引当金 △130 △40

投資その他の資産合計 1,497,545 1,495,654

固定資産合計 6,196,383 6,501,142

資産合計 9,374,065 9,728,117
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(単位：千円)

前事業年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成30年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※ 314,346 390,539

短期借入金 1,985,426 2,014,026

未払金 759,027 781,809

未払法人税等 2,244 5,177

賞与引当金 20,000 20,000

その他 265,614 251,184

流動負債合計 3,346,658 3,462,737

固定負債

長期借入金 1,566,439 1,757,981

退職給付引当金 79,238 79,159

資産除去債務 50,390 50,493

その他 1,287,374 1,455,678

固定負債合計 2,983,443 3,343,313

負債合計 6,330,101 6,806,050

純資産の部

株主資本

資本金 658,240 658,240

資本剰余金 211,245 211,245

利益剰余金 520,857 395,936

自己株式 △31,665 △31,719

株主資本合計 1,358,677 1,233,702

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 711,701 714,780

土地再評価差額金 973,583 973,583

評価・換算差額等合計 1,685,285 1,688,363

純資産合計 3,043,963 2,922,066

負債純資産合計 9,374,065 9,728,117
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

売上高 2,426,170 2,694,489

売上原価 2,310,923 2,566,848

売上総利益 115,247 127,641

販売費及び一般管理費 ※ 248,635 ※ 259,871

営業損失（△） △133,388 △132,230

営業外収益

受取利息 221 182

受取配当金 27,499 28,568

受取賃貸料 22,399 22,362

その他 2,625 4,025

営業外収益合計 52,745 55,138

営業外費用

支払利息 28,897 29,875

その他 5,846 9,534

営業外費用合計 34,744 39,410

経常損失（△） △115,387 △116,502

特別利益

固定資産売却益 86 -

特別利益合計 86 -

特別損失

固定資産除却損 8,970 8,141

特別損失合計 8,970 8,141

税引前四半期純損失（△） △124,271 △124,643

法人税、住民税及び事業税 265 265

法人税等調整額 △9 12

法人税等合計 255 277

四半期純損失（△） △124,526 △124,920
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △124,271 △124,643

減価償却費 158,012 193,855

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,351 △79

貸倒引当金の増減額（△は減少） 560 △250

賞与引当金の増減額（△は減少） △50,000 -

環境対策引当金の増減額（△は減少） △1,029 -

受取利息及び受取配当金 △27,720 △28,750

支払利息 28,897 29,875

有形固定資産除売却損益（△は益） 8,884 8,141

売上債権の増減額（△は増加） 126,201 65,607

たな卸資産の増減額（△は増加） 40,436 △20,357

仕入債務の増減額（△は減少） △20,900 21,268

未収消費税等の増減額（△は増加） △19,999 11,422

未払消費税等の増減額（△は減少） △77,570 -

長期未払金の増減額（△は減少） - △3,500

その他 △38,055 121,612

小計 92 274,203

利息及び配当金の受取額 27,707 28,740

利息の支払額 △26,762 △29,899

法人税等の支払額 △17,236 △265

法人税等の還付額 - 23,356

営業活動によるキャッシュ・フロー △16,198 296,135

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,000 △3,000

有形固定資産の取得による支出 △77,635 △305,803

有形固定資産の売却による収入 248 -

投資有価証券の取得による支出 △13,525 △13,965

貸付けによる支出 △5,200 △2,600

貸付金の回収による収入 4,447 6,543

投資活動によるキャッシュ・フロー △94,664 △318,825

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） - △90,000

長期借入れによる収入 401,102 730,990

長期借入金の返済による支出 △364,385 △420,848

リース債務の返済による支出 △49,023 △63,200

自己株式の取得による支出 - △53

配当金の支払額 △51,900 △344

財務活動によるキャッシュ・フロー △64,205 156,543

現金及び現金同等物に係る換算差額 - -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △175,068 133,853

現金及び現金同等物の期首残高 1,328,238 1,186,619

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,153,169 ※ 1,320,473
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

(追加情報)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期会計

期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分

に表示しております。

(四半期貸借対照表関係)

※四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理

四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理しており

ます。なお、当第２四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形及び電

子記録債権が、四半期会計期間末残高に含まれております。

前事業年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成30年９月30日)

受取手形 115,507千円 76,308千円

電子記録債権 124 〃 ― 〃

支払手形 3,320 〃 ― 〃

(四半期損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

給料手当賞与金 59,439千円 60,729千円

賞与引当金繰入額 ― 〃 4,140 〃

荷造運送費 84,603 〃 91,982 〃

貸倒引当金繰入額 560 〃 △250 〃

退職給付費用 1,814 〃 1,771 〃

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

ります。

前第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

現金及び預金 1,169,669千円 1,320,473千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △16,500 〃 ― 〃

現金及び現金同等物 1,153,169千円 1,320,473千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

　

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 52,546 4.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

　

２ 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

　 該当事項はありません。

　

当第２四半期累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

　

１ 配当金支払額

　 該当事項はありません。

　

２ 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

　 該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他 合計

自動車用部品 自社製品 賃貸不動産 計

売上高

外部顧客への売上高 2,204,272 159,513 ― 2,363,785 62,385 2,426,170

セグメント利益又は損失
(△)

△79,667 △59,364 15,093 △123,938 8,551 △115,387

(注) １. 「賃貸不動産」については、収益及び費用とも営業外で処理しております。

２. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業であり、駐輪設備の製造であります。

３. 「セグメント利益又は損失(△)」の合計額は、経常損失を表示しております。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 △123,938

「その他」の区分の利益 8,551

四半期損益計算書の経常損失（△） △115,387
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Ⅱ 当第２四半期累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他 合計

自動車用部品 自社製品 賃貸不動産 計

売上高

外部顧客への売上高 2,441,278 222,836 ― 2,664,115 30,374 2,694,489

セグメント利益又は損失
(△)

△105,990 △28,899 15,273 △119,617 3,114 △116,502

(注) １. 「賃貸不動産」については、収益及び費用とも営業外で処理しております。

２. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業であり、駐輪設備の製造であります。

３. 「セグメント利益又は損失(△)」の合計額は、経常損失を表示しております。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 △119,617

「その他」の区分の利益 3,114

四半期損益計算書の経常損失（△） △116,502

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

　１株当たり四半期純損失(△) △47円40銭 △48円56銭

(算定上の基礎)

　四半期純損失(△)(千円) △124,526 △124,920

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △124,526 △124,920

　普通株式の期中平均株式数(株) 2,627,347 2,572,732

(注) １. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

２. 平成29年10月１日付で、普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前事業年度の期首

に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純損失(△)を算定しております。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

　 該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成30年11月13日

株式会社リード

取締役会 御中

至 誠 清 新 監 査 法 人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 吉 原 浩 印

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 梅 澤 慶 介 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社リード

の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第86期事業年度の第２四半期会計期間(平成30年７月１日から平成30年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社リードの平成30年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年11月13日

【会社名】 株式会社リード

【英訳名】 The Lead Co., Inc.

【代表者の役職氏名】 取締役社長 岩 崎 元 治

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし

【本店の所在の場所】 埼玉県熊谷市弥藤吾578番地

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社取締役社長 岩崎元治は、当社の第86期第２四半期（自 平成30年７月１日 至 平成30年９月30日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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宝印刷株式会社印刷
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